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(4)新 たな動 き

① 大陸棚開発

② 液化天然 ガス(LNa)輸 入

5,石 油精製業142

(1)石 油 業の概況 と石油業法の運用状況

① 石油供給計画の決定 と特定設備新増設の

許可

② 民族系企業の集 約化の促進

③ 石油製品販売業澄よび 石油輸入業の届

出

(2)石 油製 品の需給

① 石油製品の需給

② 石油の輸出入 動向

③ 石油精製設備(設 備投資の概況)

B石 炭部門144

1.施 策 概要144

2.合 理 化対策145

(1)石 炭鉱業合理化実施計画

② 生産む よび整備の実績

(3)技 術振興

(4)鉱 務

3.需 要 確保 対策146

(1)需 要

② 価 格

(3)流 通 の合理化

4.資 金対策148

(D石 炭鉱業元利補給金

(2)石 炭鉱業安定補給金

③ 近代化 資金の融資

(4)日 本 開発銀行融資

(5)整 備 資金の融資

(6)整 備 資金む よび経営改善資金 の保証

(7)中 小 企業金融公庫融資

5.労 務対策149

6.鉱 害対策150

7.産 炭 地域振興対策152

(1)43年 度 の産炭地域対策の重点

(2)産 炭地域振興事 業団の業務

③ 産業基盤の整備

(4)地 方公共団体 に対する財政援助

(5)企 業 誘致

(6)産 炭地域振興調査

W鉱 山保安 局154

1.施 策概 要154

2.金属 ・非金属鉱 山等における保安対策155



(1)災 害状況

(2)鉱 害状況

(3)災 害 防止対策

(4)鉱 害 防止対策

3。 石炭鉱山における保安対策156

(1>災 害 の状況

(2)災 害 防止対策

③ その他

4,地 方鉱山保安監督状 況158

(1)札 幌鉱 山保安監督局

(2)仙 台鉱山保安監督 部

(3)東 京鉱山保安監督部

(4)東 京鉱山保 安監督部平支部

(5)名 古 屋鉱山保安監督部

(6)大 阪鉱山保安監督部

(7)広 島鉱山保安監督部

(8)広 島鉱山保安監 督部宇部支部

⑨ 四国鉱山保安監 督部

⑩ 福岡鉱山保安監督局

w公 益事業局168

i.施 策概要168

(1)電 気 事業

② ガス事業

2.電 気料金お よび電気事業の経理 】68

(1>電 気料金

② 電気事業の経理

3.電 力需給調整169

(1)需 給計画

(2)需 給 状況

③ 電力融通

(4)汽 力 発電用燃料

(5)受 電 認可

4.電 源開発172

(1)概 説

(2)長 期計画

(3)43年 度 計画

(4)43年 度 実績

(5)資 金 調達

5.電 気 施設診 よび保安174

(1)電 気 施設 の整備充実

① 発 電設備

② 変電設備

③ 送電設備

④ 醍電設備

⑤ 電力用保安通信 設備

(2)電 気 用品の取締h

(3)主 任 技術者の資格検定

(4)電 気 工事士法 の施行等

⑤ 電気事故

(6)電 気計器の検定等

(7)電 気設備 に関する技術基準の改正

6.ガ ス事業178

(1)概 況

② 需要家戸数の推移、 ガスおよび コークスの需

給

(3)ガ ス事業者新設等の状況

(4)経 理

(5>設 備 投資

(6)税 制

(7)製 造 設備 と供給設備の設置 状況

(8)保 安

第2章 付属機関お よび外局

1工 業技術院185

1.施 策概要185

(1)大 型工業技術の研究 開発

(2)所 属試験研究所 にむける試験研究の推進

(3)民 間 におげる試験研究の助成

(4)工 業 標準化事業の推進

(5)所 属 在京試験研究所 の研究学園都市に診け る

団地化

(6)工 業技術協議会 の運営

(7)天 然資源の開発 利用に関する 日米会議

(8)OEGD科 学 技術関係活動

2.大 型 工業技術研究開発制度(大 型プ ロジエク ト)

について188

(1)電 磁 流体(MHD)発 電

② 超高性能電子計算機

(3)脱 硫 技術

(4)オ レフイン等の新製造法

3.試 験研究等の実施190

4.鉱 工業技術 向上対策190

(1)鉱 工 業技術試験研究に対する助成

(2)科 学的生産管理技術(熱 管理)

(3)外 国 技術の導入

(4)国 有工業所 有権の管理

(5)工 業技術連絡会議

(6>鉱 工 業技術の普及

5.工 業標準化194

(1)工 業標準化推進5力 年計画の策定

(2)日 本工業標準調査会の調査審議

(3)日 本 工業規格の制定、改正等

(4)規 格原案 の作成

(5)日 本工業規格表 示制度

(6)工 業標準化普及活動

(7)国 際標準化活動

(8)信 頼性技術開発

皿 特許庁204

1.施 策概要204

2.工 業所有権制度 の改正204

(1>工 業所有権審議会の活動

② 法案 の提出

(3)法 令 の改正

3.出 願 ・審査 ・審判等205

(1)出 願

(2)審 査



(3)登 録

(4)審 判

4.工 業所有権の指導齢 よび奨励205

(1)工 業所有権相談所の運営

(2)発 明 考案者 の表彰

(3>発 明協会に対する援助

5.外 国 出願 と工業所有権渉外事務の状況 ……・・zos

(1)外 国 出願の状況

(2)優 秀発明外国特許出願 補助金

皿 中小企業庁208

1.施 策 概要208

(1)43年 度 に齢け る中小企業の動向

(2)43年 度 の中小企業施策の重点

2.中 小企業構造の高度化対策209

(1)概 説

(2>事 業 の内容

3.中 小企業 の合理化対策211

(1)設 備 の近代化

(2>診 断指導事業の充実

① 中小企業診断指導事業の実施状況

② そ の他

(3)技 術 対策 の強化

① 概 況

② 技術指導施設費補助事業

③ 技術開発研究費補助事業

④ 巡回技術指導補助 事業

⑤ 中小企業技術改善費補助事業

⑥ 国立機 関技術開発研究費

⑦ 共同研究所設備費補助事業

(4)経 営 管理者 む よび技術者の研修

4.業 種別近代化対策213

5.中 小 企業組織化対策214

中小企業各種団体の整備

①中小企業等協同組合

② 協業組合

③ 商工組合

④ 商店街振興組合

⑤ 環境衛生同業組合

⑥ 内航海 運組合

⑦ 酒類業組合

⑧ 中小 企業団体 中央会

6.中 小 企業労働福祉対策214

(1)中 小 企業退職金共済制度

(2)従 業 員の福利厚生施設 の充実

7.下 請企業対策215

(1)下 請 取引の適正化

(2)下 請 企業振興協会に よる 下請企業の育成振興

8.官 公需 の確保対策217

9.中 小 企業輸出振興対策217

(1)輸 出取引秩序の確立

(2)海 外 市場 の開拓

(3)輸 出振興金融制度

10.中 小 商業対策218

(1)中 小商業の組織化対策

(2)中 小商業構造高度 化事業の推進

(3)中 小商業者 に対する金融上 の措置 の拡充

(4)中 小 小売業者の事業活動の機会 の適正な確保

(5)資 本 の自由化

11,小 規 模企業対策218

(1)経 営改善普及事業の強化

(2)金 融、税制上の措置

(3)小 規 模企業共済制度

12.中 小 企業金融対策219

(i)概 況

(2)政 府 関係金融3機 関の強化

(3)信 用補完制度 の充実

(4)民 間 金融機関の指導

(5)中 小 企業投資育成(株)の 業務の拡充

(6)そ の他

13.中 小 企業税制対 策等222

(1)構 造 改善に対する課税 の特例の創設

(2)事 業 協同組合等の共同教育施設の割増償却制度

の創設

(3)住 民 税、事業税に訟ける事業専従者控除額の引

上げ

(4)既 存 制度の適用期限の延長

(5)そ の他

14,調 査 ・施策普及223

(1)調 査

② 施策普及

第3章 通 商 産 業 局

1札 幌通商産業局225

1.施 策概要225

2.通 商 施策225

3.商 工 業施策225

4.鉱 業 施策227

5.公 益 事業施 策22g

6.中 小 企業施 策 ・230

7.技 術 施策231

皿 仙 台通商 産業局233

1.施 策 概要233

2.通 商施 策233

3.産 業立地施策233

4.商 工 業施策234

5.鉱 業 施策235

6.公 益 事業施策236

7.中 小 企業施策237

8.技 術 施策238

皿 東 京通商産業局240

1.施 策 概要240

2.通 商 施策240

3,産 業立地施策242

4.商 工 業施策243



5.鉱 業施策245

6,公 益事業 施策247

7.中 小企菜 施策248

8.技 術施策249

9.ア ル コール専売事業250

W名 古 屋通商産業局251

1,施 策概要251

2.通 商 施策251

3.産 業立地施策252

4.商 工 業施策253

5.鉱 業 施策255

6.公 益 事業施策256

7.中 小 企業施策258

8.技 術 施策260

9.ア ル コール専売事業260

V大 阪通商産業局262

1.施 策概要262

2.通 商 施策262

3.商 工 業施策264

4.鉱 業 施策266

5.公 益 事業施策267

6.中 小 企業施策269

7.技 術 施策269

8.ア ル コール専売事業270

9.日 本 万国博覧会の開催準備270

W広 島通商産業局271

1.施 策概要271

z.通 商施策271

3.商 工 業 施 策271

4.鉱 業 施 策274

5.公 益 事 業 施 策275

6.中 小 企 業 施 策276

7,技 術 施 策277

W四 国 通 商 産 業 局278

1.施 策 概 要278

2.通 商 施 策278

3.産 業 立 地 施 策278

4.商 工 業 施 策279

5.鉱 業 施 策zsi

6.公 益 事 業 施 策282

7.中 小 企 業 施 策283

8.技 術 施 策285
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1.施 策 概 要286
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